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研究要旨： 

神経筋疾患患者等の進行性難病患者におけるコミュニケーション支援は、障害固定のある身体障

害者を対象にした現在の障害者福祉施策のみでは十分な対応が出来ないことがあり、総合的な支援

策の策定が望まれる。そのため、物的・人的の両側面からの支援を併せ持つ総合的な支援策のため

に、国内の関連制度や、合理的配慮の動向、海外事情の各方面から現状の課題を整理した。 

 機器においても制度においても既存のものを有効活用することで、一定の効果をもたらす場合も

あるが、十分な実施状況とは言えない。今後、障害者差別解消法の施行に伴い、個人のニーズに基

づく供給制度にも社会モデル評価の考え方は不可欠になると考えられる。 

 

Ａ．研究目的 

現在の障害者福祉施策におけるコミュニケー

ション支援制度は、障害固定のある身体障害者

を対象に一定期間にわたり継続利用できる装置

の給付や、特定の技能を有する支援者の派遣等

がある。 

しかし、病状の進行に伴い身体機能が変化す

る神経筋疾患患者等の難病患者においては、進

行を見据えつつ、その時に必要な物的・人的の

両側面からの支援が必要になる。しかし、現行

制度では十分な対応が出来ないことも少なくな

い。そのため、物的・人的の両側面を併せ持つ

総合的な支援策の策定が望まれるが、他の障害

との整合性も考慮する必要がある。 

そこで、本研究では、国内の関連制度や、障

害者差別解消法の施行に伴う合理的配慮の動向、

海外事情の各方面から現状の課題を示唆するこ

とを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

 現行の障害者福祉制度にとらわれることなく、

国内外の支援制度やその動向を比較するために、

次の３つのテーマを設定する。そして、各分野

に精通する研究分担者・研究協力者により、各

分野の現状と課題をとりまとめて、それらを総

合的に比較し、制度の具体化に向けた論点を整

理する。 

（１）障害者福祉施策におけるコミュニケーシ

ョン支援に係わる関連制度の現状 

 現在の障害者福祉制度を中心とした、コミュ

ニケーション機器をはじめとした福祉用具に関

する物的支援、コミュニケーションを円滑に実

施できるための人的支援の２つの側面から、関

連制度をリストアップする。 

 そして、それらの制度の概要とともに、進行

性の難病患者等が利用する際の課題等をまとめ

る。 

（２）海外におけるＩＣＴベースのコミュニケ

ーション支援製品と制度の動向が 

 急速に進化する ICT 端末をベースとしたコ

ミュニケーション機器は、国内外ともに福祉用

具としての専用機器から市販端末の利活用へと

その実情が変化してきている。 

 そこで、海外での流通や供給制度の現状を整

理することで、今後の制度の在り方を提起する。 

（３）合理的配慮の観点から見た機器利用の適

格性判断について 

 障害者差別解消法が施行されると、障害者個
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人のニーズに対応する合理的配慮に基づく考え

方で、本人が必要とする用具が、教育場面であ

れば学校側と協議を経て用意されることになる。 

 今後、合理的配慮の考え方が浸透するに従い、

福祉用具の給付主体である自治体にも、社会モ

デルに基づく判断が要求される可能性がある。

そこで、合理的配慮での対応をまとめることで、

その判断方法を整理する。 

 

Ｃ．研究結果 

各分野の現状と課題のとりまとめは、資料と

して添付する（本分担報告書の巻末）。なお、各

分野の中心的課題は、以下の通りである、 

（１）障害者福祉施策におけるコミュニケーシ

ョン支援に係わる関連制度の現状 

 コミュニケーション支援のための人的支援に

関しては、自治体の判断で実施できる地域生活

支援事業を有効に活用することで、様々な制度

が弾力的な運用を行うことが出来るようになっ

てきている。しかし、任意事業であるものを多

く、自治体で実施の有無が異なっている。 

 そのため、法制度上は多くの制度を横断的に

利用した総合的な支援も可能であるが、現状で

はそれが可能な自治体はないといえる。 

（２）海外におけるＩＣＴベースのコミュニケ

ーション支援製品と制度の動向 

 海外においてもタブレット端末を用いたコミ

ュニケーション機器（アプリ）への移行は進ん

でいる。そして、その供給制度については、米

国では原則として一般向けの ICT 機器が助成

とならないが、機能制限を加えて認められるケ

ースもみられる。対極的に、機器の選択やサー

ビス内容の決定に柔軟性がある。 

 このような現状の下、多くの障害者・児がコ

ミュニケーション機器を容易に試用・入手する

機会は増加するが、より高い専門性が要求され

る重度の障害者に対する、支援技術や人材育成

も求められる。 

（３）合理的配慮の観点から見た機器利用の適

格性判断について 

 合理的配慮は、何らかの便宜の提供を求める

障害者と、そこに関係する利害関係者が、その

便宜の実施の可否と具体的実施方法について合

意形成できるように調整するプロセスとされて

いる。これは、現行の福祉用具の供給制度のよ

うに、医学モデルを中心とした決定プロセスと

は異なり、社会モデルの評価に近いといえる。 

 

Ｄ．考察 

 現行制度を有効に活用できる法的根拠があっ

たとしても、それを実行する自治体の実施状況

の相違は、各自治体が、旧制度時代（障害者自

立支援法施行以前）と、現在の社会における現

状の相違を理解して、必要な支援が何かを見直

すか否かにも影響するといえる。 

 コミュニケーション活動という目的達成のた

めには、既存技術を有効活用することで、専用

機器の利用にも劣らない効果をもたらす場合も

ある。それは、従来の想定とは異なる対象者に

も有効な場合もある。今後、障害者差別解消法

の施行に伴い、福祉用具の供給制度にも社会モ

デル評価の考え方は不可欠になると考えられる。 

 

Ｅ．結論 

 社会モデルを想定したコミュニケーション支

援を考えると、本人のニーズだけでなく、社会

における物流や生活基盤の変化も踏まえて検討

する必要があるとともに、容易な方法で代替で

きる障害とできない障害を見極めて、それぞれ

に必要な支援を提供できる制度の策定も必要で

ある。そのため、社会的な合意を得られるよう

に、既存制度の拡充を踏まえつつ、横断的な対

応のためには、スクラップ＆ビルトも念頭に置

いた制度設計が求められる。 

 

Ｆ．健康危険情報 

 （統括研究報告書にまとめて記載） 

 

Ｇ．研究発表 

（１）論文発表 

 なし 

（２）学会発表 

 なし 

 

Ｈ．知的所有権の出願・登録状況 

 なし 

（※本研究に関しては、申告すべき COI（利益

相反）状態はない。） 
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資料① 

障害者福祉施策におけるコミュニケーション支援に係わる関連制度の現状 
 

井村  保（中部学院大学） 

髙木 憲司（和洋女子大学） 

 

 

重度障害者用意思伝達装置（以下、意思伝達

装置）の支給に限らず、現在の障害者福祉制度

におけるコミュニケーションを保障する機器の

給付や、それを利用するための人的支援に関す

る制度は、多岐にわたる。 

意思伝達装置の利用支援においても、各制度

の横断的な利用も有効であるが、総合的な支援

策を検討するにあたっては、関連制度との整合

性も考慮する必要がある。 

そのため、関連制度とその中での関連する具

体的対応について整理することで、論点の具体

化を試みる。 

 

１．補装具 

 障害者自立支援法障害者の日常生活及び社会

生活を総合的に支援するための法律（以下、障

害者総合支援法）における個別給付の義務的経

費として対応されるものである。平成１８年１

０月の障害者自立支援法（現、障害者総合支援

法）の二次施行時より、重度障害者用意思伝達

装置も補装具費支給対象となった 1)。 

 補装具は、障害者総合支援法施行規則（旧、

障害者自立支援法施行規則：平成１８年２月２

８日 厚生労働省令第１９号、最終改正：平成

２５年１月１８日 厚生労働省令第４号）第六

条の二十では、「法（＝障害者総合支援法）第五

条第二十四項 に規定する厚生労働省令で定め

る基準は、次の各号のいずれにも該当すること

とする。」とされている。 

 
一 障害者等の身体機能を補完し、又は代替し、

かつその身体への適合を図るように製作され
たものであること。 

二 障害者等の身体に装着することにより、その
日常生活において又は就労若しくは就学のた
めに、同一の製品につき長期間に渡り継続し
て使用されるものであること。 

三 医師等による専門的な知識に基づく意見又

は診断に基づき使用されることが必要とされ
るものであること。 

 

これは、障害固定を原則とした身体障害者を

対象として始まった制度であることを踏まえる

と妥当であるが、意思伝達装置のように筋萎縮

性側索硬化症（amyotrophic lateral sclerosis；

ＡＬＳ）等の進行性神経筋疾患患者が対象の場

合には、「同一の製品につき長期間に渡り継続し

て使用」が出来ない場合も多いことが検討課題

である。 

これらの進行性疾患等に対応する方策の一つ

として、補装具の貸与方式導入が考えられる。

実際、厚生労働省平成２０年度障害者保健福祉

推進事業（障害者自立支援調査研究プロジェク

ト）において「補装具費支給制度等における貸

与方式導入に関する調査研究事業」2)、平成２

６年度障害者総合福祉推進事業において「補装

具費支給制度における貸与方式導入に向けた体

制構築の在り方等に関する研究」3)を、公益財

団法人テクノエイド協会が実施している。 

 

２．日常生活用具 

 障害者総合支援法においては、市町村地域支

援事業の１つとして実施されている必須事業で

ある。平成１８年９月２９日厚生労働省告示第

５２９号により、コミュニケーション関係の用

具は「情報・意思疎通支援用具」という種目の

中に含まれ、意思伝達装置に準ずるものとして

は、「携帯用会話補助装置」や「情報通信支援用

具」（障害者向けのＰＣ周辺機器や、アプリケー

ションソフト）が例示されている 1)。 

なお、この時の補装具・日常生活用具の再編・

移行の中では「パソコン」は一般的に普及して

いる製品であるという判断により、日常生活用

具の対象外とされた。しかし、平成１３（2001）

年度～平成１７（2005）年度の５ヵ年限定で「情



 

報バリアフリー化支援事業」が施行された。こ

れは視覚障害または上肢障害をもつ障害者に対

するパソコン入出力装置について障害者が情報

機器を使用するには、通常の機器のほかに周辺

機器やソフト等を追加する必要があることから、

これらの機器等の購入費用の一部助成するもの

である。 

この制度は時限措置であったが、ＰＣの活用

は発話・筆記の代替にとどまることなく、視覚

障害または上肢障害をもつ障害者にも情報バリ

アフリーを実現する手段といて有効であること

を認めたことによる制度といえる。この制度で

は、ＰＣ本体に対する公費負担（給付）は認

られずに、障害に起因して必要となるＰＣの特

殊な入出力装置についてのみが対象であった。

これは、これまでは、福祉用具は一体化した

製品として可否を判断してきたものが、汎用品

と専用品の組み合わせで構成され、それが有効

であることを認めたことになる画期的な対応だ

ったといえる。また、期限後には、障害者自立

支援法が施行され、事実上、この制度は、「情報・

意思疎通支援用具」の種目に引き継がれた

表 ＣＡに対する公的給付制度の変遷

 

日常生活用具給付等事業は、地域の実情に応

じて柔軟に実施できる地域生活支援事業で

補装具のような身体障害者更生相談所による判

定が不要であるが、給付対象者や物品の内容等

については実施主体である市町村判断に係る部

分が大きく、また、補助金という性格上予算の

範囲内での給付となる傾向が強いことから、各

市町村で給付内容に差が生じることが懸念され

る。 

 

報バリアフリー化支援事業」が施行された。こ

れは視覚障害または上肢障害をもつ障害者に対

するパソコン入出力装置について障害者が情報

機器を使用するには、通常の機器のほかに周辺

機器やソフト等を追加する必要があることから、

これらの機器等の購入費用の一部助成するもの

 

この制度は時限措置であったが、ＰＣの活用

は発話・筆記の代替にとどまることなく、視覚

障害または上肢障害をもつ障害者にも情報バリ

アフリーを実現する手段といて有効であること

を認めたことによる制度といえる。この制度で

は、ＰＣ本体に対する公費負担（給付）は認

られずに、障害に起因して必要となるＰＣの特

殊な入出力装置についてのみが対象であった。

これは、これまでは、福祉用具は一体化した

製品として可否を判断してきたものが、汎用品

と専用品の組み合わせで構成され、それが有効

であることを認めたことになる画期的な対応だ

ったといえる。また、期限後には、障害者自立

支援法が施行され、事実上、この制度は、「情報・

意思疎通支援用具」の種目に引き継がれた

ＣＡに対する公的給付制度の変遷

日常生活用具給付等事業は、地域の実情に応

じて柔軟に実施できる地域生活支援事業で

補装具のような身体障害者更生相談所による判

定が不要であるが、給付対象者や物品の内容等

については実施主体である市町村判断に係る部

分が大きく、また、補助金という性格上予算の

範囲内での給付となる傾向が強いことから、各

市町村で給付内容に差が生じることが懸念され

報バリアフリー化支援事業」が施行された。こ

れは視覚障害または上肢障害をもつ障害者に対

するパソコン入出力装置について障害者が情報

機器を使用するには、通常の機器のほかに周辺

機器やソフト等を追加する必要があることから、

これらの機器等の購入費用の一部助成するもの

この制度は時限措置であったが、ＰＣの活用

は発話・筆記の代替にとどまることなく、視覚

障害または上肢障害をもつ障害者にも情報バリ

アフリーを実現する手段といて有効であること

を認めたことによる制度といえる。この制度で

は、ＰＣ本体に対する公費負担（給付）は認

られずに、障害に起因して必要となるＰＣの特

殊な入出力装置についてのみが対象であった。

これは、これまでは、福祉用具は一体化した

製品として可否を判断してきたものが、汎用品

と専用品の組み合わせで構成され、それが有効

であることを認めたことになる画期的な対応だ

ったといえる。また、期限後には、障害者自立

支援法が施行され、事実上、この制度は、「情報・

意思疎通支援用具」の種目に引き継がれた
 

ＣＡに対する公的給付制度の変遷

日常生活用具給付等事業は、地域の実情に応

じて柔軟に実施できる地域生活支援事業で

補装具のような身体障害者更生相談所による判

定が不要であるが、給付対象者や物品の内容等

については実施主体である市町村判断に係る部

分が大きく、また、補助金という性格上予算の

範囲内での給付となる傾向が強いことから、各

市町村で給付内容に差が生じることが懸念され

報バリアフリー化支援事業」が施行された。こ

れは視覚障害または上肢障害をもつ障害者に対

するパソコン入出力装置について障害者が情報

機器を使用するには、通常の機器のほかに周辺

機器やソフト等を追加する必要があることから、

これらの機器等の購入費用の一部助成するもの

この制度は時限措置であったが、ＰＣの活用

は発話・筆記の代替にとどまることなく、視覚

障害または上肢障害をもつ障害者にも情報バリ

アフリーを実現する手段といて有効であること

を認めたことによる制度といえる。この制度で

は、ＰＣ本体に対する公費負担（給付）は認

られずに、障害に起因して必要となるＰＣの特

殊な入出力装置についてのみが対象であった。

これは、これまでは、福祉用具は一体化した

製品として可否を判断してきたものが、汎用品

と専用品の組み合わせで構成され、それが有効

であることを認めたことになる画期的な対応だ

ったといえる。また、期限後には、障害者自立

支援法が施行され、事実上、この制度は、「情報・

意思疎通支援用具」の種目に引き継がれた 4) 

ＣＡに対する公的給付制度の変遷 

日常生活用具給付等事業は、地域の実情に応

じて柔軟に実施できる地域生活支援事業であり、

補装具のような身体障害者更生相談所による判

定が不要であるが、給付対象者や物品の内容等

については実施主体である市町村判断に係る部

分が大きく、また、補助金という性格上予算の

範囲内での給付となる傾向が強いことから、各

市町村で給付内容に差が生じることが懸念され
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あり、
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については実施主体である市町村判断に係る部

分が大きく、また、補助金という性格上予算の

範囲内での給付となる傾向が強いことから、各

市町村で給付内容に差が生じることが懸念され
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障害者基本計画において、ＩＴの活用により積

極的に推進することとされている

都道府県においても、障害者のＩＴの利用・活

用の機会拡大を図り、障害者の

推進するため、地域におけるＩＴ支援の総合サ

ービス拠点となる

ーの設置・運営

成・派遣等

いるものである。

意思伝達装置にかかる利用支援のうち、入力

スイッチの適合等の医学的な評価を伴わない、

ソフトウエアの設定やカスタマイズ、基本的操

作方法の指導等は、この制度でも対応可能とい

える。しかしながら、ＩＴスキルのみならず難

病等の特性を理解が必要なこと

称、パソコンボランティア）は手話通訳者等と

比較して十分に育成されているとは言えない。

平成２６年３月７日

課長会議資料
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／47

運営事業」は
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されていた。厚生労働省のホームページ 6)では、 

これまでの障害者自立支援法では、「手話通訳
等」を行う者の派遣又は養成という表現を用いて
いましたが、障害者と障害のない人の意思疎通を
支援する手段は、聴覚障害者への手話通訳や要約
筆記に限られず、盲ろう者への触手話や指点字、
視覚障害者への代読や代筆、知的障害や発達障害
のある人とのコミュニケーション、重度の身体障
害者に対するコミュニケーションボードによる
意思の伝達などもあり、多様に考えられます。そ
のため、障害者総合支援法では新たに「意思疎通
支援」という名称を用いて、概念的に幅広く解釈



99 
 

できるようにしています。 

 

とされている。また、平成２６年３月７日：障

害保健福祉関係主管課長会議資料 5)によると、 

 
なお、意思疎通を図ることに支障がある、あらゆ
る障害者に対する支援が可能であるため、知的障
害、失語症、高次脳機能障害、重度の身体障害者
など意思疎通が困難な者に対する支援について
も意思疎通支援事業で実施可能であり、事業実施
について配慮されたいこと。 

 

とされ、「失語症会話パートナー派遣事業（四日

市市）」が紹介されている。同様に考えると、視

覚や聴覚障害者以外の新たな対象として、ＡＬ

Ｓ患者のコミュニケーションの確保に必要な支

援者の養成・派遣も対象になりうると考えられ

る。 

５．重度の ALS 患者の入院におけるコミュニケ

ーションに係る支援について 

平成２３年７月１日保医発０７０１第１号

（保険局医療課長通知）「重度のＡＬＳ患者の入

院におけるコミュニケーションに係る支援につ

いて」において、 

 
１．看護に当たり特別なコミュニケーション技術
が必要な、重度の ALS 患者（声以外の伝達手段
と発話を併用している者又は実用的発話を喪失
している者をいう。以下同じ。）の入院において、
入院前から支援を行っている等、当該重度のＡＬ
Ｓ患者とのコミュニケーションについて熟知し
ている支援者（以下「支援者」という。）が、当
該重度のＡＬＳ患者の負担により、その入院中に
付き添うことは差し支えない。 

 

とされている。これは、「意思疎通を円滑に行

うために、特別なコミュニケーション技術が必

要な重度のＡＬＳ患者の入院におけるコミュニ

ケーションの支援」の必要性からの特別の対応

といえる。また、入院におけるコミュニケーシ

ョン支援が、診療報酬との二重給付とはならな

いとの判断は画期的であり、重度障害者にとっ

て朗報である。 

ただし、費用の負担は医療保険ではないこと

から、介護保険や重度障害者訪問介護等による

ヘルパー等の派遣の対象になりうる。しかし、

自治体における認知度も低い上、補助金である

地域生活支援事業での対応のため、財政力の低

い自治体では支給量を制限せざるをえない現状

があり、その場合は患者の自己負担となる。 

実際、三重県難病医療連絡協議会の拠点病院お

よび協力病院（計１９施設）中、１６施設から

の回答で、重度のＡＬＳ患者の入院におけるコ

ミュニケーションに係る支援事業の実施経験は

１施設にとどまり、６施設は聞いたことはある

が概要がわからない、７施設は聞いたことがな

いと回答だった 7)。また、みえＡＬＳの会（患

者会）で同意を得られた１５ 名を対象とした調

査では、療養者の認識は低かったほか、利用希

望しても自治体から前例がないと回答されて使

用できなかった例があった。（参考情報：２市

町／２９市町で実績あり。） 

そのため、４．意思疎通支援事業による対応

について周知され取り組みが拡大されることが

期待される。しかしながら、手話通訳等の先行

事業においても特に専門性の高い意思疎通支援

を行う者を派遣する事業は広域的な対応が必要

なことから都道府県の必須事業とされているよ

うに、対応できる人材の不足も懸念される。 

 このとき、実際に文字盤等でコミュニケーシ

ョンを仲介する支援者が不足するのであれば、

意思伝達装置等のコミュニケーション機器の利

用支援も代替策となりうると考えられる。 

 

６．福祉用具の使用等に関する訓練 

意思伝達装置の利用においては、機器本体や

スイッチなどの装置の入手だけでなく、同期決

定を確実に行うためのスイッチ適合と、日常生

活では極めて特殊な同期決定による走査入力方

式の習得のための訓練という複数の支援が求め

られる。特に、走査入力方式におけるスイッチ

入力は、随意に操作ができることだけでなく、

同期決定を行うためには、確実なタイミングで

同期入力できることが必要である。 

スイッチ適合は、医療機関を受診している場

合や訪問リハビリテーションを受けている場合

になどには、作業療法士が実施している場合が

多い。これは、平成２２年４月３０日医政発０

４３０第１号（医政局長通知）「医療スタッフの

協働・連携によるチーム医療の推進について」

において、 
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（２）リハビリテーション関係職種 
２）作業療法の範囲 

  （中略） 
 以下に掲げる業務については、理学療法士
及び作業療法士法第２条第１項の「作業療法」
に含まれるものであることから、作業療法士
を積極的に活用することが望まれる。 
  （中略） 
・福祉用具の使用等に関する訓練 
  （中略） 

 

が明記されたことからも適切な対応といえる。

意思伝達装置も福祉用具であり、これを活用し

て社会的適応能力の回復を図ることも、リハビ

リテーション（作業療法）の一環と位置づけら

れる。ただし、医療機関においてリハビリテー

ションを実施する場合は、医師のリハビリテー

ション処方が必要であることから、専門医・主

治医においては適切な時期での情報提供に加え

て、操作訓練の一環としてスイッチ適合評価の

リハビリテーション処方が求められる。 

また、在宅療養生活が長い場合など、日常的

に医療的支援を受けていない場合等では、業者

やボランティアがスイッチ適合を行う場合もあ

る。このとき、これらの支援者が十分に経験の

ない場合や身体特性を十分に理解していない場

合には、病状の進行に伴う再適合の機会を逸す

る場合もある。そのため、レスパイト入院等の

機会に併せて、スイッチの再適合等を実施する

ことも有効と考えられる。 

 

７．介護保険法における福祉用具貸与 

 意思伝達装置の主たる利用者であるＡＬＳ患

者は、介護保険法における特定疾病でもあり、

４０歳以上の被保険者（２号被保険者）として、

介護保険サービスの対象者となりうる。 

介護保険法における福祉用具の提供は、原則

として貸与であり、必要に応じて必要なものを

利用することが可能である。現在のところ、対

象種目の中にコミュニケーション機器は含まれ

ていない。 

 しかし、適切なコミュニケーション手段の確

保・維持は、患者本人の生活の質（quality of 

life；ＱＯＬ）の向上に加え、意思の疎通は介護

者の負担軽減にもつながることから 8)、介護保

険法の趣旨から外れるものではない。また、１．

補装具で述べたように、障害固定のない進行性

神経筋疾患患者を特定疾病に指定していること

も考えると、コミュニケーション機器も介護保

険福祉用具の対象とすることも有効と考えられ

る。 
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豊）」分担研究報告書、2015 

8) 西田美紀：在宅 ALS 患者の身体介護の困難
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資料② 

海外におけるＩＣＴベースのコミュニケーション支援製品と制度の動向 
 

巖淵 守（東京大学先端科学技術研究センター） 

 

 

１．海外におけるコミュニケーション支援製品

の動向 

 タブレット端末やスマートフォンなど，一般

向け ICT 端末で利用できるコミュニケーショ

ン支援製品が海外で急速に増えている。一般向

けの ICT をベースとして，カメラやインターネ

ット機能，アクセシビリティ機能など，それら

が標準的に備える機能を活用し，デザイン的に

も優れた製品が多数登場してきている。福祉機

器展における展示ブースやセミナーで見かける

人だかりからも，こうした ICT ベースの製品に

対する人々の関心の高さが伺える。 

 しかし，福祉機器展におけるコミュニケーシ

ョン支援製品の展示数は，全体で見ればこれま

で大きく減少してきた。例として世界最大級の

国際福祉機器展の１つであり，毎年秋にドイツ

のデュッセルドルフで開催されるREHACARE 

International における出展企業数の変遷を表

１に示す。リーマンショックに代表される世界

的な経済低迷の影響により，2008 年以降，出展

社数の減少傾向が続いたが，昨年，総出展数は

大幅な回復を遂げた。コミュニケーション支援

製品も同様の経過をたどったものの，2014 年時

点の出展社数は，2007 年当時の半数程度に過ぎ

ない。 

コミュニケーション支援製品の出展数の減少

については，主に３つの要因が考えられる。 

 第１に，上記一般向け ICT をベースとした製

品が増え，従来のコミュニケーション支援機器

を販売する企業の数が減少したことがあげられ

る。新しい製品の多くが，一般向けの ICT 端末

をハードウェアとして利用するため，アプリ単

体となった製品の多くは，従来に比べて１～２

桁も小さい価格に設定されている。しかも，利

 

表１ REHACARE International 2007～2014 での出展企業数 

（重複有り，「安全・見守り」の分類は 2008 年より廃止，2012 年は調査データなし） 

製品分類 出展企業数 
2007 2008 2009 2010 2011 2013 2014 

日常生活エイド 23 22 47 58 41 55 73 
食事 17 22 27 29 32 34 37 
介護 94 91 79 101 72 90 127 
移動 371 381 235 316 281 285 414 

コミュニケーション 140 122 73 85 49 54 72 
住宅 149 57 140 161 140 141 188 

安全・見守り 7 ― ― ― ― ― ― 
教育・訓練 13 21 33 35 33 31 33 

就労 59 47 60 67 49 52 62 
リハビリテーション 82 65 98 113 104 118 139 

補装具 36 23 28 24 30 26 37 
看護・医療ケア 256 214 153 184 155 162 189 

衣服 24 24 31 39 35 33 44 
余暇・スポーツ 16 10 27 29 40 37 45 

旅行 23 22 45 48 47 51 63 
団体・組織 26 26 111 114 83 97 123 

その他のサービス 42 43 48 53 49 47 57 
子どものエイド ― 97 86 117 99 101 138 

総出展数 805 753 739 801 666 703 910 
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用者は，それらの製品を代理店経由ではなく，

直接 App Store 等のインターネット上のサイト

から入手できるようになった。このように，コ

ミュニケーション支援製品の入手形態が変わり

つつあり，それが，多くの企業の合併をもたら

している。2013 年には，コミュニケーション支

援機器のパイオニアとして長年この分野を先導

してきた英国 Toby Churchill 社が，スウェーデ

ンの Abilia 社の傘下に入り，2014 年にも，米

国の DynaVox 社が，スウェーデンの Tobii 社に

よって吸収合併された。 

第２の要因としては，コミュニケーションエ

イドやスイッチ等の周辺機器の多くがすでに医

療・福祉機関や学校で知られており，カタログ

からそれらを選んで購入するケースが増えたこ

とがあげられる。新たな製品を投入しない限り，

積極的に企業が福祉機器展に出展する必要性は

減りつつある。 

 第３の要因としては，コミュニケーションの

形態の変化がある。メールや SNS を介したコ

ミュニケーションに代表されるように，近年，

対面での音声会話とは異なるコミュニケーショ

ン方法の役割が増したことがあげられる。この

点についても，身近な一般向け ICT が利用され，

今後その範囲が拡大することが予想される。 

 さて，具体的には，どのようなコミュニケー

ション支援製品が新たに登場してきたのであろ

うか。以下では，2013・2014 年の海外の国際

福祉機器展で新たに見かけたコミュニケーショ

ン支援製品の代表的なものを紹介する。これら

を含め，コミュニケーション支援に関する新製

品のほとんどはタブレット端末など，一般向け

の ICT 機器に対応した製品であった。 

 

・「 GoTalk Now 」 Attainment 社（米国）

（ http://www.attainmentcompany.com/produ

cts/apps） 

長年専用ハードウェアともに販売されてきた

GoTalk の iPad 版。$80。機能が制限された無

料版もある。 

 

・「AutisMate 365」SpecialNeedsWare 社（米

国）（http://www.autismate.com/） 

自閉症児向けの AAC・スキルトレーニングアプ

リ。写真やビデオを取り込み，任意の位置にタ

ップできるエリアを設定でき，それらをリンク

することが可能。App 内課金。 

 

・「Scene & Heard」TBox Apps 社（英国）

（ http://www.tboxapps.com/scene_and_heard

.aspx） 

上記「AutisMate」と同様の機能を持つアプリ。

スイッチアクセスも可能。£34.99 

 

・「HIMS Chat」HIMS International 社（韓国）

（http://www.himsintl.com/） 

盲ろうの人との無料のコミュニケーション支援

アプリ。Braille Sense などの点字ディスプレイ

のついた端末と iOSデバイスとの間でのチャッ

トを可能にする。 

 

・「Tecla Shield DOS」Komodo 社（カナダ）

（http://gettecla.com/） 

iOS，Android 端末用無線（Bluetooth）スイッ

チインタフェース。$349。 

 

・「Keedogo」，「Keeble」AssistiveWare 社  

（オランダ）

（http://www.assistiveware.com/products） 

iOS 8 の機能拡張のキーボード。$1.99～9.00。 

 

・「 Abilipad 」 AppyTherapy 社 （ 米 国 ）

（http://appytherapy.com/） 

カスタマイズできるオンスクリーンキーボード

アプリ。$19.99。 

 

・「 CoughDrop 」 CoughDrop 社 （ 米 国 ）

（https://www.mycoughdrop.com/） 

ウェブベースのコミュニケーションエイド。

Beta 版の間，無料。 

 

・「Lightwriter Swift」Toby Churchill 社 

（英国）

（http://www.toby-churchill.com/products/lig

htwriter-swift/） 

小さなジョイスティックを使い，単語を選択し

ながら発話文をつくる専用機。£2,395。 
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２．コミュニケーション支援機器供給の状況 

ここでは，米国，英国，デンマークを例に，

海外におけるコミュニケーション支援機器供給

の状況について紹介する。一般向けの ICT をベ

ースとした製品に対する制度上の変更はまだ見

られないが，利用者が増える中，その対応に向

けた議論が多く聞かれるようになっている。 

 米国においては，個人用のコミュニケーショ

ン支援機器の評価・提供に Medicaid や

Medicare などの公的な保険による給付と一般

の保険会社からの補助システムが存在し，保険

が支援機器供給に大きな役割を果たしている。

これらの保険が助成する対象は，会話補助機能

のみを有する専用機に限られ，原則 iPad 等の

一般向けの ICT 機器は助成の対象とはならな

い(1, 2)。しかし，近年，機能制限することでそ

れら一般向けの機器を専用機として提供する機

関や(3)，助成対象として保険が認めるケースも

登場している(4)。ただし，保険へ申請する際に

は，その支援機器が必須であり，選択肢の中で

最適であることが明記された専門家によって作

成された理由書（Letter of Justification）が必

要となり，その取得時に ICT ベースのコミュニ

ケーション製品が選択されないケースも少なく

ない。 

 英国では，国民医療制度（NHS: National 

Health Service）をベースに，国が主体となり

支援機器を給付している。コミュニケーション

支援機器の提供は，子どもに対しては教育部門

を通じて，成人に対しては保健部門を通じて行

われる。NHS が提供する AAC 評価サービスの

他，Oldham や Oxford にある ACE センター，

Edinburgh にある CALL Scotland など，地域

での評価サービスを行っている機関がある。こ

うした支援があるものの，公的な予算は限られ

るという問題や手続きの負担から，チャリティ

を通じて機器を入手する人や，個人的に機器購

入する人も多数おり，一般向け ICT 端末やその

アプリの利用者の多くもそこに含まれる。また，

支援機器に関する政策が国の財政に直接的に関

与することから、支援機器の利用がもたらす経

済効果についてもエビデンスが求められている
(5, 6)。 

 デンマークにおける支援機器の提供は，福祉

サービス法（Social Services Act）の下，各地

方自治体が支援機器の提供サービスを行ってい

る(7)。同じく地方自治体が支援機器の提供を行

うスウェーデンと比較すると，デンマークでは，

機器の選択やサービス内容を決定するプロセス

の柔軟性に特徴がある。スウェーデンにおいて

は，サービスの質を保障するために詳細なルー

ルを決める傾向が強い一方，デンマークにおい

ては，貸与対象となる定まった機器リストもな

く，ルールは大枠の部分でとどめ，専門家が利

用者のニーズを適切にくみ取った上で具体的な

サービス内容を決定することが目指されている。

そのために，必ずではないものの iPad 等の ICT

の利用も検討の対象となり得，また，支援技術

関連機関による専門家教育が重視されている。 

 

３．今後の制度の在り方 

 身近にある一般向けのタブレット端末やスマ

ートフォンを利用するコミュニケーション支援

製品が急速に増える中，こうしたアプリ等，安

価な製品への制度対応に関する議論が，専門家

の間で多く聞かれるようになった。一方で制度

の調整が進むよりも先に，こうした一般の ICT

端末を利用する安価な製品の利用者が増えてい

る。上記３カ国においても，安価なコミュニケ

ーション支援アプリ，さらにはそれを載せる一

般向けタブレット端末本体も制度の対象となり

うる場合が生まれてきているが，本格的な議論

はこれからである。 

言語聴覚士をはじめとする専門家からは，そ

れらの新しいアプリの機能は限定的である，多

機能にするためには複数のアプリを組み合わせ

て使用しなければならず使いにくい，専用製品

に見られる環境制御の機能を備えていないなど，

現状では必ずしも既存製品の代替とはならない

との指摘もある。しかし，アプリとともにそれ

が動作する iPad 等の端末の入手のしやすさや，

支援の得られやすさなどから，利用者やその家

族の多くが，これら新しく安価なアプリ製品に

対して大きな期待を寄せている。また，手元に

ある端末ですぐに試すことができる手軽さも利

用の拡大につながっている。 

グローバル市場への展開を見据えた昨今の支

援技術開発では，一般向けの ICT をベースとし



104 
 

た製品開発が，すでに世界の主流となっている

ことが多数の福祉機器展から読み取れる。コミ

ュニケーション支援の分野では，ここ数年 iOS

端末の関連製品が一気に増えた。こうした早い

一般技術の進化の速度に呼応して支援機器提供

を行うためには，固定しがちな助成対象品のリ

ストから選ぶのではなく，利用者のニーズと幅

広い選択肢のマッチングを柔軟にとらえて最適

解を提案することが必要である。それを可能と

するスキルを持つ専門家の育成を重視するデン

マークに見られるアプローチが，移り変わる支

援技術市場への素早い対応を可能にするであろ

う。 

 すでに一般技術そのものが，そのアクセシビ

リティ機能の充実や，多数のアプリの登場によ

り，障害のある人々に直接的に役立つ事例が増

えている(8)。また一般向け ICT 利用のリタラシ

ーも利用者の間で高まりつつある。これまで専

門家が行ってきた，コミュニケーション支援機

器のハード・ソフトの入手，設定や調整を，利

用者自身や身近な支援者が行える状況が広がる

ことが予想される。しかし，その状況に至った

場合でも，対応が難しい重度障害のある人も多

数おり，今後利用可能な社会リソースをこうし

た人々への支援により多く向けることが可能に

なることが期待される。医療技術が進歩し，一

部の障害は軽度化する一方で，これまでは生き

ることすら難しかった子ども達が生きられるよ

うになった。しかし，それとともに重度重複障

害のある子ども達の数が増えている。彼らも含

めてこうした重度のコミュニケーション障害を

抱える人々のための支援技術・技法に関する専

門的知識・技能を備える人材の育成，ならびに

彼らの活動の支援が，今後益々重要となると考

えられる。 
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資料③ 

合理的配慮の観点から見た機器利用の適格性判断について 
 

近藤 武夫（東京大学先端科学技術研究センター） 

 

 

１．合理的配慮とは 

 障害者は，その様々な困難から，社会参加の

機会が得られないことがある。例を挙れば，①

視覚障害等により紙の印刷物では教科書，書籍

や資料，試験問題，社内文書等を読むことが難

しい，②電動車いすを利用しているために階段

しかない建物に入ることが難しい，③聴覚障害

により，周囲の他者の音声を聞くことが難しい，

④内部障害・疾患があり，服薬や医療行為が頻

繁に必要だったり，入院などで継続・安定して

学習機会や就労機会へ社会参加が難しいなど，

多様な困難が考えられる。合理的配慮とは，こ

うした障害によって社会参加の機会から排除さ

れないように保障するため，本人や関係者の納

得できる範囲で，適切な調整・変更の便宜を図

ることである。 

本稿では，特定の障害者に，ICT 等の機器入

手の補助がなされる場合，特に高等教育機関で

の対応を例にして，合理的配慮という観点では，

どのようなポイントに考慮すべきかについて検

討することを目的とする。 

 

２．合理的配慮とその具体的手段の例 

合理的配慮として何が行われるのかは，その

具体的な手段の例を知らなければ想像しにくい。

そこで前段の例について，その具体的な調整手

段を考えてみる。①視覚障害や肢体不自由，学

習障害等により紙の印刷物を読むことが難しく

ても，もし紙の印刷物ではなく，例えばテキス

トデータの形で文書を入手できれば，文字を拡

大したり，音声読み上げ機能で耳で聞いて読ん

だり，マウスクリックでページをめくって読む

などの方法で中身にアクセスすることができる。

この場合，「障害者からの要望に応じてテキスト

データで文書を提供する便宜を図ること」が，

合理的配慮を提供する具体的環境調整のひとつ

となる。また，②電動車いすを利用する学生が，

講義棟に入れなかったり，階段しかなく教室の

ある階上に行けない場合も，スロープ設置やエ

レベーター増設，それが困難なら１階に教室変

更したりといった便宜を図ることがある。また

③聞こえない・聞こえにくい学生が参加する授

業に，手話通訳や文字通訳を提供したり，④内

部障害のある学生に自己注射などの医療行為の

ために使える部屋の使用許可，レポート提出期

限の変更や出席日数の柔軟化，オンライン授業

などで単位互換できる方法があればそれらを認

めることなども，合理的配慮の手段の一例とな

る。 

ただし，ここで挙げた障害と便宜の例はあく

までも一例であって，実際には他にも多様な障

害と困難に対して多様な方法での便宜が図られ

うる。また，本人と関係者の合意がなければそ

れは合理的配慮とは呼ばれない。配慮内容を障

害ごとに類型化しすぎて合理的配慮の考え方に

ついての誤解が生まれないよう，注意が必要で

ある。 

 

３．合理的配慮の定義と本質 

そもそも「合理的配慮」とは，善意に基づい

た思いやりを意味する一般用語ではなく，あく

までも法律用語・概念である点に注意が必要だ。

2006 年に国連で採択された国連「障害者の権利

に関する条約（以降，『権利条約』と略す）」に

は，合理的配慮の定義が書かれている。 

 

「合理的配慮」とは、障害者が他の者との平等

を基礎として全ての人権及び基本的自由を享有

し、又は行使することを確保するための必要か

つ適当な変更及び調整であって、特定の場合に

おいて必要とされるものであり、かつ、均衡を

失した又は過度の負担を課さないものをいう。

――「障害者の権利に関する条約」，日本政府公

定訳より 

 

この定義の「変更及び調整」とは，合理的配
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慮が，障害者を取り巻く環境や状況を具体的に

調整・変更することであるとしている。次に「特

定の場合」という表現は，障害者が必要とする

変更調整は，個別に異なることを意味している。

その障害者の学部や学科，学問領域，本人を取

り巻く物的・人的環境などによっても困難状況

は大きく左右される。また，同じ視覚障害のあ

る人でも，点字での文書がほしい人もいれば，

音声がほしいという人もいる。その本人が求め

る配慮は何か，すなわち，本人の個別ニーズに

基づいて，具体的な調整が行われることが合理

的配慮であることを示している。 

しかしそうなると，障害者が求めたことは何

でも認められなくてはならないのか？という疑

問も湧く。そこで，合理的配慮の定義では「均

衡を失した又は過度の負担を課さないもの」と

いう文言が置かれている。明らかに道理が通ら

ない調整・変更や，大きすぎる負担を伴うもの

は，合理的配慮にはあたらないことを示してい

る。 

このような背景から，合理的配慮が本質的に

意味することが明らかになる。合理的配慮とは，

何らかの便宜の提供を求める障害者と，そこに

関係する利害関係者が，その便宜の実施の可否

と具体的実施方法について合意形成できるよう

に調整するプロセスであると言える。障害者本

人や関係者との建設的な対話によって，障害種

別の違いや，社会的立場，文化，利害の対立に

とらわれず，適切な配慮内容を柔軟に考えてい

く必要がある。 

 

４．合理的配慮としての ICT 等の福祉機器利用

と今後行うべき準備 

前述した内閣府の基本方針では，差別解消法

施行に向け，対応要領の策定や環境の整備，相

談及び紛争の防止等のための体制整備が求めら

れている。以下に，その体制整備と福祉機器の

関連について，今後行う必要のある取り組みを

まとめた。 

① 差別禁止と合理的配慮の実施を支援する

ツールとして ICT 等の福祉機器が提供され

ること 

差別禁止と合理的配慮の実施について，米国

や欧州の行政機関や公的教育機関を例に取ると，

合理的配慮提供のコーディネートのために，障

害者支援部署（Disability Student Service 等と

呼ばれる）と担当者を配置しなくてはならず，

そこには合理的配慮のリクエストフォームを配

置しておく必要がある。この法的義務の背景は，

米国の差別禁止法であるリハビリテーション法

504 条 ま た は 障 害 の あ る ア メ リ カ 人 法

（Americans with Disabilities Act, ADA）があ

る。また，障害者や障害のある教職員からの合

理的配慮についての異議申し立てを受け付ける

ため，リハビリテーション法 504 条では 504 コ

ーディネーターを，ADA では ADA コーディネ

ーターをその機関内に置くことを義務づけてい

る。また学外にも，調停機関として司法や政府

公民権局（Office for Civil Rights）に訴えられ

る制度があり（渡部，2007），何層にも及ぶ権

利保障と調停の仕組みがある。障害のある当事

者に，決定された合理的配慮の内容についての

不服がある場合には，これらの調停の仕組みを

通じて異議申し立てを行うことができる。 

 

今後，特別支援の教育リソースを持つ初等中

等教育機関以外にも，全国の高等教育機関で，

障害者支援の専門性を持った部署が設置されて

いくことが予想される。これについては日本で

も，文科省高等教育局から 2012 年に「障がい

のある学生の修学支援に関する検討会報告（第

一次まとめ）」が公開され，障害者の受入方針に

関する情報公開と，障害者支援担当部署を明確

化する必要性が示されており，今後の各大学で

の進捗が待たれるところである。 

 

大学での合理的配慮を例にとって，本節のテ

ーマについて考えてみよう。大学での合理的配

慮や基礎的環境整備として，入学試験，単位認

定試験，資格試験への配慮，教科書や図書その

他資料，実験・実習，施設・建築物・キャンパ

スのアクセシビリティ保障，手話通訳，文字通

訳の提供等（Burgstahler, 2012; 近藤, 2012, 

2014a, 2014b）と，それに伴う調整が求められ

ることになる。実際のところ，調整には多彩な

学内部署・部局が関与することになる。本人と

関係者間で利害関係を調整したり，利用可能な

学内外のリソースとの接続を行う必要がある点
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で，障害者支援業務は，学生本人に相談者がカ

ウンセリングを行うモデルというよりは，むし

ろソーシャルワークに近いところがある。とは

言っても，個々の合理的配慮提供のプロセスに

おいて行われる環境整備に目を向けると，ICT

等の福祉機器の利用が不可欠な部分が多い。音

声読み上げ機器やソフトウェアの提供，PC 等

の機器をアクセシブルにするためのスイッチ等

の福祉機器の提供，日常生活動作を支援する機

器の利用など，具体例は多岐にわたる。 

 

また，前述したように，何が合理的配慮とし

て認められるか（適格性があると判断されるか）

は，個々の障害者のニーズに基づかなくてはな

らない。そのため，これまでに福祉機器提供の

判断基準として用いられてきた，障害種別や医

学的見地からの重篤度に基づく適格性の判断は，

合理的配慮のプロセスにおける適格性の判断と

はなりにくい。たとえば極端な仮想例を考えて

みよう。全盲だが日常的には文字を読まないこ

とを自分で決めている視覚障害者と，視力に障

害はなく，頑張ればなんとか印刷物をたどり読

みすることができるが，自宅や大学，職場でも

多量の文書を読まなくてはならないディスレク

シアのある人を仮想的に比較してみる。一般的

な医学的重篤度で言えば，全盲の人の方が障害

が重いと考えられがちかもしれない。しかし，

音声読み上げ機器・ソフトウェアの主観的かつ

顕在的ニーズ（合理的配慮を求めるときに本人

が依拠する個別ニーズとなる）は，後者のディ

スレクシアのある人の方が大きいとも考えられ

る。異なる個人のニーズの大小は，単純に比較

してはらない。しかしここで表現したいことは，

医学的重篤度に強く依拠して福祉機器提供の可

否を判断することには，このようなニーズの個

別性を見過ごす可能性を生じる点に注意が必要，

ということである。 

合理的配慮を提供することは，個別のニーズ

申請に基づいて，個別の状況に応じて決まる法

制度となっている。合理的配慮を実現するため

のツールとして，ICT 等の福祉機器利用が望ま

しいことから，医学的重篤度だけによらない，

個別ニーズ・個別状況に基づいた機器給付の仕

組みが必要となる。さらに，大学での ICT 利用

を例にとると，たとえば大学入試で音声読み上

げやキーボード利用等の可否を判断する場合に

は，それ以前の教育段階で，その障害のある当

事者が学習環境において利用し続けた来歴を，

個別ニーズが存在することの重要なエビデンス

として採用される場合がある。このような教育

的ニーズなど，事実に基づいた柔軟な判断が合

理的配慮の決定には必要とされることも，機器

給付の判断のあり方を考える上で考慮に入れる

必要があるだろう。 

 

② 障害当事者からの異議申し立てを調停す

る仕組みと機器給付 

日本の差別解消法でも，差別的取り扱いや合

理的配慮の不提供がある場合，または配慮内容

に対する不服があると障害者が考えれば，司法

に調停を求めることができる。機器給付に関し

ても，同様の不服申し立ての対象となることが

考えられる。しかし，最初から司法にゆだねる

前に，それぞれの自治体内部においても，機器

給付についても合理的配慮の観点から，適切な

調停ができる仕組みが必須であろう。個人の社

会参加機会からの排除を防ぐ権利保障に関わる

点や，司法の調停が入る可能性，教職員の懲戒

処分を含めた学内での調停が行われる点で類似

した法令遵守事項として，各種ハラスメント対

応が思い当たる。異議申し立てを調整する仕組

みの構築においては，そうしたノウハウを活か

した体制整備が望まれる。 

 

③ 障害者支援の専門性を自治体内部に蓄積

し，外部機関とも連携すること 

前節②のような合理的配慮の観点からの福祉

機器提供を考える際には，合理的配慮の考え方

や実践について，深く理解した専門性が必要と

なる。また，そのような専門性を育成する外部

機関との連携も必要となる。 

たとえば，大学での合理的配慮およびその他

の障害者支援を担当する部署では，障害や合理

的配慮，そして障害者の支援の具体的支援方法

について，豊富な知識・理解・経験を持つ専門

スタッフの育成が必要である。米国では，

AHEAD（http://ahead.org/ 全米高等教育・障

害協会）という数千校の高等教育機関が参加す
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る巨大組織があり，毎年のカンファレンス等で

は合理的配慮に関する最新情報・事例のセミナ

ー等が行われ，各大学のスタッフが合理的配慮

について理解したり，事例や具体的配慮方法を

知るなどの研修ニーズに応えている。 

AHEAD 以 外 で も ， DSSHE-L や

ATHEN-List など，大学内の予算を使って，福

祉機器を購入し，特定の学生に提供することの

合理性（特に一般製品を配慮の目的で購入する

場合など）について，個別ケースに基づいて考

えたり，情報交換したりといったことも行われ

るメーリングリストがある。 

また，AHEAD は，実践家や研究者が行う優

れた実践や研究の成果を蓄積する学会的な機能

や，参加大学間の協議により，法令遵守に関す

るガイドラインを策定する機能などを担ってい

る。日本でも，日本学生支援機構により組織さ

れた障害者支援拠点校ネットワークに加えて，

高等教育機関による自立的な協議会である「一

般社団法人  全国高等教育障害者支援協議会

（http://ahead-japan.org/）」が全国 42 校の発

起を受けて 2014 年 10 月に設立された。高等教

育機関が自ら集まって問題意識を共有し，今後

の支援のあり方について協議する米国 AHEAD

のような機能を果たしていくことが期待されて

いる。 

 

④ 障害のある学生，教職員の参加と，その際

の機器利用に関するポリシーを明確にする

こと 

差別解消法では，地方自治体は，対応要領を

公開することが求められている。①～③の仕組

みを作り，自治体としての意思決定や関係者の

合意形成を円滑に進めるためには，組織的な承

認を得た形で，差別禁止や合理的配慮に基づい

た福祉機器提供に関するガイドラインやポリシ

ーを定めることが必要となるだろう。 
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